
埼玉県県土整備部ＩＣＴ活用工事試行要領（案）
（趣　旨）

第１条　今後、生産年齢人口の減少が予想される中、建設現場における生産性向上は避けられない課題となっている。企業の経営環境を改善し、建設現場に携わる人の賃金水準の向上を図るとともに、安全性の確保を推進していく必要がある。

そこで、埼玉県県土整備部発注工事において、情報通信技術（ＩＣＴ）の全面的な活用の推進を試行するものである。
この要領は、埼玉県県土整備部が発注する建設工事において、「ＩＣＴの全面的な活用」（以下、「ＩＣＴ土工」という。）を試行するために必要な事項を定めたものである。
（対象とする工事）

第２条　ＩＣＴ活用工事は、原則として土工量1,000ｍ3※以上の次の工種を含む全ての発注工事を対象とする。
・河川土工、砂防土工、道路土工

※　土工量1,000ｍ3以上とは、河川土工、砂防土工、道路土工の掘削土量＋盛土土量が1,000ｍ3以上とする。なお、小規模土工や、仮設工等の本施工以外のものは含めない。
（ＩＣＴ活用工事）

第３条　ＩＣＴ活用工事とは、以下に示す施工プロセスの全ての段階においてＩＣＴを全面的に活用する工事とする。
【施工プロセスの各段階】

①３次元起工測量

　　　起工測量において、３次元測量データを取得するため、次の１）～７）から選択（複数選択可）して測量を行う。
１）空中写真測量（無人航空機）を用いた起工測量

２）レーザースキャナーを用いた起工測量

３）無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた起工測量

４）トータルステーション（以下、「ＴＳ」という。）を用いた起工測量

５）ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた起工測量
６）ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた起工測量

７）その他の３次元計測技術を用いた起工測量
　②３次元設計データ作成

　　　発注図書や①で計測した測量データを用いて、３次元出来形管理を行うための３次元設計データを作成する。

③ＩＣＴ建設機械による施工

　　　②で作成した３次元設計データを用いて、次の１）～４）のＩＣＴ建設機械を作業に応じて選択して施工する。

１）３次元マシンコントロールブルドーザ

２）３次元マシンコントロールバックホウ

３）３次元マシンガイダンスブルドーザ

４）３次元マシンガイダンスバックホウ
④３次元出来形管理等の施工管理

　　　③により施工された工事完成物について、次の１）～７）から選択（複数選択可）して、出来形管理を行う。

１）空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理

２）レーザースキャナーを用いた出来形管理
３）無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理

４）ＴＳを用いた出来形管理

５）ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理

６）ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた出来形管理

７）その他の３次元計測技術を用いた出来形管理

　　また、次の８）により品質管理を行うことができるものとする。

　　８）ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた締固め回数管理

⑤３次元データの納品
　　　④により確認された３次元施工管理データを、工事完成図書として納品する。

（発注方式）

第４条　ＩＣＴ活用工事の発注は、次のいずれかの方式による。

（１）発注者指定型

（２）受注者希望型

（発注者指定型）

第５条　発注者指定型は、発注者の指定によりＩＣＴ活用工事を実施するものとする。

２　発注に当たっての積算は、「土木工事標準積算基準書」のＩＣＴに対応した積算基準によるものとする。

３　発注者は、発注に際して入札公告にＩＣＴ活用工事であることを明示するとともに、特記仕様書を添付し発注手続きを行うものとする。

４　発注者の指示に基づき、３次元起工測量、３次元設計データの作成を行う場合は、「土木工事標準積算基準書」に基づき設計変更するものとする。

（受注者希望型）

第６条　受注者希望型は、受注者からの希望によりＩＣＴ活用工事を実施するものとする。

２　発注に当たっての積算は、ＩＣＴによらない従来の積算基準によるものとする。

３　発注者は、発注に際して入札公告にＩＣＴ活用工事の対象であることを明示するとともに、特記仕様書を添付し発注手続きを行うものとする。
４　受注者は、ＩＣＴ活用工事の実施を希望する場合、契約図書に付された特記仕様書に基づき発注者に協議するものとする。

５　発注者が協議内容に同意し施工を指示ことにより、受注者は、ＩＣＴ活用工事を実施することができるものとする。
６　発注者は、ＩＣＴ活用工事の実施を指示した場合、「土木工事標準積算基準書」のＩＣＴに対応した積算基準に基づき設計変更するものとする。

（基　準）

第７条　ＩＣＴ活用工事の実施にあたっては、国土交通省が定めた要領及び基準を一部読み替えて準用するものとする。準用する要領及び基準と読み替えについては、別途定める。
附　則

　この要領は、平成２９年　４月　１日から施行する。
附　則

　この要領は、平成２９年１０月１６日から施行する。

